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葛飾区情報公開条例改正案修正版 

第６回修正案 第７回修正案 備考 

目次 目次 波線＝６回準備委員会とパブコメ資料の違い、二重線＝

パブコメ後修正 

第１章 総則（第１条―第５条） 第１章 総則（第１条―第５条）  

第２章 公文書の公開（第６条―第１４条の３） 第２章 公文書の公開（第６条―第１４条の３）  

第３章 特定歴史的公文書の公開（第１５条―第１５条の

４） 

第３章 特定歴史的公文書の公開（第１５条―第１５条の４）  

第４章 雑則（第１６条―第２０条） 第４章 雑則（第１６条―第２０条）  

 付則  

（適正使用） （使用者の責務）  

第４条 この条例の規定により公文書等の公開を受けたもの

は、当該公文書等を、この条例の目的に即して適正に使用

しなければならない。 

第４条 この条例の規定により公文書等の公開を受けたものは、

当該公文書等を、この条例の目的に即して適正に使用しなけれ

ばならない。 

⑥（＝第６回準備委員会での質問等。以下同じ。）：法

的な義務とは違うため、「しなければならない」より

も「するものとする」の方がいいのではないか。 

→「するものとする」は、合理的な理由があればしなく

てもよい、という意味になる。 

 しかし、情報公開の手引では、実施機関は「第三者の

権利を侵害するおそれがあると認められる場合には、

その情報を使用する者に中止を要請するものとす

る。」「著しく不適正な請求及び使用については、権

利濫用の一般法理により対処する。」としている。第

三者の権利侵害及び権利濫用については、行ってはな

らないものであるため、「しなければならない」が適

当と考える。 

（上記事務局回答を受けて、委員より）：「しなければ

ならない」と表現すると、やはりしなかった場合には

罰則等何らかのペナルティがあることが想定される。

第三者の権利侵害のおそれがある場合でも実施機関が

できるのは「要請」までのこと。事務局の回答に、

「するものとする」は、合理的な理由があればしなく

てもよいという意味になると記載されているが、それ

は違うように思う。不適正使用に合理的な理由がある

のか。 

資料３－１ 
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仮に、「使用しなければならない」との表現を維持する

のであれば、見出しを「適正使用」とするのではな

く、「使用者の責務」とした方が「しなければならな

い」の意味が法的責任を問わない使用者の一般的義務

と理解されより適切ではないかと考える。 

→「するものとする」はこれまでご説明してきた理由に

加え、①「するものとする」は実施機関側が主体の場

合に使用されることが多いこと、②改正することで弱

まっているように読めることから、「しなければなら

ない」を「するものとする」と改正する理由を議会や

区民に説明するのは困難であると考える。 

 そのため、文末は「しなければならない」を維持した

い。 

 そして、見出しを「使用者の責務」としたい。理由

は、委員のご意見のとおり。 

 よって、見出しは現行条例の「利用者」を「使用者」

と改正する。 

 

⑥：非現用文書の利用請求について、公文書管理法では

この条に該当するような規定はない。ほかの自治体で

は、非現用文書について、このような文言を置いてい

るところがあるのか。「しなければならない」だと強

いように思う。 

→豊島区（非現用文書の利用請求について情報公開条例

に規定している）を確認したが、以下のとおり、同様

の条文があった。非現用文書を含む規定となってい

る。 

●豊島区行政情報公開条例 

 (適正使用) 

第4条 この条例の規定により行政情報の公開を受けたも

のは、これによって得た情報をこの条例の目的に即し

て適正に使用しなければならない。 

 

 たしかに、非現用文書（特定歴史的公文書）は、第三
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者の権利侵害や権利濫用になる範囲が現用文書よりも

狭くなる可能性はある。しかし、非現用文書と現用文

書、いずれにしても第三者の権利侵害や権利濫用をし

てはならないことには変わりないため、当該条文は非

現用文書と現用文書で文言は変えず、具体的な当ては

めの際に、その性質の違いに留意するようにする。こ

れは情報公開の手引に記載することとしたい。 

   

（公文書の公開義務） （公文書の公開義務）  

第９条 実施機関は、公開請求があったときは、開示請求

に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以下「非公開情

報」という。）のいずれかが記録されている場合を除

き、請求者に対し、当該公文書を公開しなければならな

い。 

第９条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る

公文書に次の各号に掲げる情報（以下「非公開情報」とい

う。）のいずれかが記録されている場合を除き、請求者に対

し、当該公文書を公開しなければならない。 

 

第３章 特定歴史的公文書の公開 第３章 特定歴史的公文書の公開  

（公文書の公開に関する手続の準用） （公文書の公開に関する手続の準用）  

第１５条 特定歴史的公文書の公開については、前章（第９

条、第１０条の３、第１４条の２及び前条を除く。）の規定

を準用する。この場合において、～～読み替え規定～～と読

み替えるものとする。 

第１５条 特定歴史的公文書の公開については、前章（第９条、

第１０条の３、第１４条の２及び前条を除く。）の規定を準用す

る。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

 

 第６条第１項 公文書 特定歴史的公文

書 

実施機関（議会

においては、葛

飾区議会議長と

する。次項、次

条、第７条の２

第２項、第７条

の３、第７条の

４、第８条第１

項、第９条（第

３号及び第４号

を除く。）、第

区長 
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１０条から第１

０条の３まで及

び第１３条（第

２項を除く。）

において同

じ。） 

公文書を特定す

るために必要な 

公文書等管理条

例第１２条第４

項の目録に記載 

されている 

実施機関が 区長が 

第６条第２項 実施機関 区長 

第７条第１項 実施機関 区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

第７条第２項 実施機関 区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

公開しないとき

（第１０条の３

の規定により公

開請求を拒否す

るとき及び公開

請求に係る公文

書を保有してい

ないときを含

む。） 

公開しないとき 

第７条第３項 実施機関 区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

第７条の２第１

項 

第６条第２項 第１５条の規定

により読み替え

て準用する第６

条第２項 



第７回準備委員会資料 

令和７年１月作成 
 

 5 / 8 

 

第７条の２第２

項 

実施機関 区長 

第７条の３ 公文書 特定歴史的公文

書 

前条 第１５条の規定

により読み替え

て準用する前条 

実施機関 区長 

第７条の４第１

項 

公文書 特定歴史的公文

書 

実施機関 区長 

第７条の４第２

項 

実施機関 区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

第１０条の２ 第１５条の規定

により読み替え

て準用する第１

０条の２ 

第７条の４第３

項 

実施機関 区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

第１３条 第１５条の規定

により読み替え

て準用する第１

３条 

第８条第１項 公文書 特定歴史的公文

書 

実施機関 区長 

第８条第２項 公文書 特定歴史的公文

書 

第１０条第１項 前条の 第１５条の２第

１項第１号に掲

げる 
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実施機関 区長 

非公開情報 公文書等管理条

例第８条第３項

各号に掲げる情

報又は同条第４

項各号に掲げる

情報 

第１０条第２項 公文書に前条第

２号 

特定歴史的公文

書に公文書等管

理条例第８条第

３項第２号 

第１０条の２ 実施機関 区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

非公開情報（第

９条第１号に該

当する情報を除

く。） 

公文書等管理条

例第８条第３項

各号に掲げる情

報又は同条第４

項各号に掲げる

情報（同条第３

項第１号に該当

する情報を除

く。） 

第１１条第１項

及び第２項 

公文書 特定歴史的公文

書 

第１３条第１項 当該審査請求に

対する裁決をす

べき実施機関 

区長 

公文書 特定歴史的公文

書 

第１３条第３項 第１項の規定に

より諮問をした

実施機関 

区長は、第１項

の規定により諮

問をしたとき 

公文書 特定歴史的公文
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書 

第１３条第４項 同項に規定する

裁決をすべき実

施機関 

区長 

第１４条 第７条の４第３

項 

第１５条の規定

により読み替え

て準用する第７

条の４第３項 

公文書 特定歴史的公文

書 
  

 （公開請求の取扱い）  （公開請求の取扱い）  

第１５条の２ 略 第１５条の２ 略  

２ 略 ２ 略  

３ 区長は、特定歴史的公文書であって、公文書等管理条

例第８条第３項第４号ウに該当するものとして同条第４

項の規定により意見を付されたものについて公開決定を

する場合には、あらかじめ、当該特定歴史的公文書を移

管した実施機関に対し、利用請求に係る特定歴史的公文

書の名称その他区長が別に定める事項を書面により通知

して、意見書を提出する機会を与えなければならない。 

３ 区長は、特定歴史的公文書であって、公文書等管理条例第８

条第３項第４号ウに該当するものとして同条第４項の規定によ

り意見を付されたものについて公開決定をする場合には、あら

かじめ、当該特定歴史的公文書を移管した実施機関に対し、公

開請求に係る特定歴史的公文書の名称その他区長が別に定める

事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなけ

ればならない。 

 

第２０条及び第２１条 削除  「削除」ではなく、条を繰り上げる。 

（委任） （委任）  

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が

別に定める。 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が別に

定める。 

 

付 則 付 則  

（施行期日） （施行期日）  

１ 略 １ 略  

（葛飾区行政不服審査会条例の一部改正） （葛飾区行政不服審査会条例の一部改正）  

２ 葛飾区行政不服審査会条例（令和５年葛飾区条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

２ 葛飾区行政不服審査会条例（令和５年葛飾区条例第１号）の

一部を次のように改正する。 

 

   第２条第２号中「第１３条第１項」の次に「（同条例第１５

条の規定により読み替えて準用する場合を含む。）」を加え

る。 

  第８条第１項中「第１３条第１項」の次に「（同条例第１５
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条の規定により読み替えて準用する場合を含む。）」を加え、

「情報（」を「公文書等（」に改め、「第７条の２第１項」の

次に「（同条例第１５条の規定により読み替えて準用する場合

を含む。）」を加え、「同条例第２条第２号」を「同条例第２

条第４号」に、「情報を」を「公文書等を」に、「情報の」を

「公文書等の」に改め、同条第３項中「対し、」の次に「公文

書等に記録されている」を加える。 

  第１１条中「情報」を「公文書等」に改める。 

  第１４条第２項中「第１３条第１項」の次に「（同条例第１

５条の規定により読み替えて準用する場合を含む。）」を加

え、「、「情報」を「、「公文書等」に改め、「第７条の２第

１項」の次に「（同条例第１５条の規定により読み替えて準用

する場合を含む。）」を加え、「第２条第２号」を「第２条第

４号」に、「する情報」を「する公文書等」に、「中「情報」

を「中「公文書等に記録されている」に、「含まれている情

報」を「含まれている」に、「された情報」を「された公文書

等」に改める。 

  第１６条中「第１３条第１項」の次に「（同条例第１５条の

規定により読み替えて準用する場合を含む。）」を加え、「、

「情報」を「、「公文書等」に改め、「第７条の２第１項」の

次に「（同条例第１５条の規定により読み替えて準用する場合

を含む。）」を加え、「第２条第２号」を「第２条第４号」

に、「する情報」を「する公文書等」に、「中「情報」を「中

「公文書等に記録されている」に、「含まれている情報」を

「含まれている」に改める。 

   

 

 


